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要約：本研究の目的は、地域子育て支援拠点の子育て支援と拠点に対する利用者ニーズの関係に

ついて検討するために、従事者による自己評価と利用者評価の差異を明らかにすることであった。

Mann-Whitney の U 検定を行った結果、利用者より従事者の評価が高い質問項目は「地域の方々

と連携や交流を図る活動が行われている」等の３つであること、また利用者の評価が高い質問項

目は「子どもたちが遊びやすいように、遊具の配置やコーナー分けなどを工夫している」等の４

つであることが明らかとなった。 

 
Abstract：This study aimed to identify some differences between center staffs’ assessment and 

users’ assessment to consider the relationship between childrearing supports in community 
childcare support centers and users’ needs. As the result of Mann-Whitney U test, it was 
shown that 7 items were statistically different by U-score: 3 items such as “you make some 
activities for the purpose of regional cooperation and exchange” were more highly rated by 
center staffs than by users, and 4 items such as “you improve the layouts of toys or spaces in 
centers from the viewpoints of children’s playing” were more highly rated by users. 
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１ 研究背景と課題設定 

本研究の目的は、地域子育て支援拠点（以下、拠点）の事業従事者（以下、従事者）によ

る取り組みと利用者ニーズの関係について明らかにし、拠点の課題と展望を検討するもの

である。 

昨今の子育てを取り巻く環境では、子育ての孤立や負担を感じやすいと言われている。厚

生労働省による調査では、「三世代世帯」は 1986 年に 5,757 千世帯（15.3%）あったが、

2018 年では 2,720 千世帯（5.3%）となっている（厚生労働省 2019）。また、内閣府による

調査によると、「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」は 1980 年に 1,114 万世帯であった

が、2018 年には 606 万世帯、「雇用者の共働き世帯」は 1980 年に 614 万世帯であったが、

2018 年には 1,219 万世帯となっている（内閣府 2019）。こうした推移は、核家族化だけで

はなく、家庭内の身近な子育て支援者が減少していることを意味しており、保護者、特に現

代社会では母親の子育ての孤立や負担が生じやすくなっていることを示している。 

このように、子育てを取り巻く現代社会の環境が子育ての孤立や負担を招いていること

から、地域資源を活用した家庭支援や子育て支援の重要性がいっそう高まっている。橋本は

「家庭支援とは、地域をベースとして家族に対して包括的なサービスを提供する活動を指

す」として、家庭支援において地域資源の活用が欠かせないことを指摘している（橋本 2015）。

また、網野は「それまでの複相的育児、つまり多世代家族や多様な階層関係、近隣関係のな

かで、両親、特に母親に限らない多面的な育児が、次第に単相的育児、つまり縮小した階層

関係、希薄化した近隣関係、そして次第に強まる核家族化のなかでもたらされる両親、特に

母親による限定的な一面的な育児」を「育児の単相化」と表現し、「育児の単相化」は「子

育ての不安定性や孤立感と不安、そして子どもにとって必要不可欠な多様なモデリングの

対象となる大人たちとのかかわりの不足や親準備性の不足に結びついていく」ことから、地

域による子育て支援や家庭支援を通した「育児の単相化」からの脱却を指摘している（網野

2002）。 

 地域資源の活用による子育て支援や家庭支援の一つのかたちが地域子育て支援拠点事業

である。同事業の目的にも「地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点の

設置を推進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和

し、子どもの健やかな育ちを支援すること」とあるように、同事業によって地域資源（地域

社会）と子育て家庭をつなぎ、子育て不安や負担を緩和することが期待されている（厚生労

働省 2018）。こうした期待に応えるように、同事業が開始された 2007 年の実施箇所は 4,409

箇所であったが、事業類型を変化させながら、2018 年の実施箇所は 7,431 箇所と毎年増加

し続けている（厚生労働省 2017）。 

また、拠点実施箇所の増加とともに、拠点を管理、運営する従事者を対象とした研究や、

親子や母親のような拠点の利用者を対象とした研究がなされてきた。紙幅の都合からすべ

ての先行研究を列挙することは難しいが、前者は橋本（2011）、中谷他（2011）、榊（2013）、
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丸谷（2016）、椎山（2016）、多田（2017）、周防他（2018）等の研究がある。後者は平田

（2012、2018）、寺村（2012）、小野（2013a、2013b）、富田（2014）、伊藤・川谷（2015）、

岡本（2015、2016）、富田他（2015）、三原・佐々木（2016）、新川（2016）、菱田他（2017）、

今井・伊藤（2017）、宇都・川畑（2017）、浅井（2018、2019）、柴田・東原（2018）、寺田・

津川（2018）、上田（2018）等の研究がある。 

これらの先行研究によって、従事者の管理、運営の実態と利用者の利用実態のそれぞれが

明らかになってきたことは大きな成果である。しかし、これらの研究では、それぞれの実態

が互いにどのような関係にあるのかという、従事者（利用者）の実態は利用者（従事者）の

実態とどのように関係（対応）しているのかについては十分に検討されてこなかった。拠点

が効果的な子育て支援を行い、利用者が拠点を主導的に活用していくためには利用者ニー

ズに対応した子育て支援が欠かせない。そのためには、拠点で実際に行われている子育て支

援は利用者が期待すること（求めること）に応えることができているかを明らかにする必要

がある。 

そこで、本研究では、従事者の取り組みと利用者ニーズの関係について明らかにし、拠点

の課題と展望を検討する。具体的には、従事者の取り組みと利用者ニーズが対になるような

質問項目において従事者による自己評価と利用者評価の比較を行い、差異を明らかにする。

同一の質問項目で従事者による評価と利用者による評価に差異があるとすれば、拠点の取

り組みと利用者ニーズが一致しておらず、利用者ニーズに応える子育て支援が実現できて

いない可能性があり、拠点における課題や展望を検討する示唆を得ることができる。そのた

め、従事者と利用者の評価の差異に着目する。 

 

２ 研究方法 

（１）調査概要 

 調査対象者は、同一県内にある拠点（子育て支援センター、つどいの広場等）から市町村

の偏りが小さくなるように留意して 18 箇所を選定した。 

 調査方法は、質問項目に対する選択式による質問紙調査とした。質問紙は、2019 年６月

から９月までの間に拠点を訪問し、従事者へは直接配布し、利用者へは従事者経由で配布し、

即日回収した。回収した回答は従事者が 62 件、利用者が 224 件であった。 

質問項目は、「地域子育て支援拠点事業における活動の指標『ガイドライン』」（以下、ガ

イドライン）における拠点事業者等を対象とした「ガイドラインに基づく自己評価」と、拠

点事業の利用者を対象とした「利用者向けアンケート」を参考に作成した（NPO 法人子育

てひろば全国連絡協議会 2017）。質問項目の作成においてガイドラインを参考にする理由

は、「地域子育て支援拠点事業における活動評価の分析及び普及可能なガイドラインの作成

に関する研究」等の拠点での子育て支援に関する調査研究の結果や厚生労働省による地域

子育て支援拠点事業実施要綱を踏まえて作成されていること、またガイドラインとは拠点
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施設での子育て支援の質向上のために支援の内容を明示し指標化したものであることから

（渡辺・橋本 2018）、従事者の取り組みや利用者ニーズを明らかにするために必要な項目が

含まれていると考えたからである。 

質問項目の作成では、「利用者向けアンケート」を中心にして、「ガイドラインに基づく自

己評価」を見つつ、従事者対象の質問と利用者対象の質問項目が同一のものになるように一

部修正した。ガイドラインの質問項目を一部修正した理由は、原文のままでは従事者の評価

と利用者の評価が同一のものを評価していることにはならない項目があったからである。

たとえば、「ガイドラインに基づく自己評価」の「発達に応じて遊びこめるように、遊具の

配置やコーナー分けに工夫をしている」と、「利用者向けアンケート」の「子どもたちが遊

びやすいように、遊具の配置やコーナー分けなどが工夫が〔原文ママ〕されている」である。

従事者の質問項目にだけ「発達に応じて遊びこめるように」とあり、原文のままでは従事者

と利用者が同一のものを評価しているとは言い難い。また、「ガイドラインに基づく自己評

価」の「子ども一人ひとりの最善の利益を尊重している」と「利用者向けアンケート」の「子

どもの個性や可能性が認められ、尊重されている」ではワーディングに課題があり、原文の

ままでは従事者と利用者が同一のものを評価しているとは言い難い。 

そこで、本研究では従事者の評価と利用者の評価の差異を明らかにするため従事者と利

用者の質問項目を同一のものにする必要があることから、同じものを評価できるように質

問項目の一部修正を行った。以上を踏まえて、従事者と利用者に対する 25 問の質問項目を

設定した（表１）。 

 

（２）分析方法 

 後述する分析を行うため、質問に対する回答は、あてはまる＝１、だいたいあてはまる＝

２、あまりあてはまらない＝３、あてはまらない＝４とした。 

従事者と利用者それぞれの記述統計量（n、中央値、四分位範囲、最小値、最大値）を算

出した。また、正規性を確認し、従事者と利用者の２群間の比較のために Mann-Whitney の

U 検定を行った。記述統計量の算出と U 検定は IBM SPSS Statistics v.24 を用いた。 

 

（３）倫理的配慮 

 質問紙に回答する前に、調査目的と内容、回答は学術研究の目的でのみ使用されること、

自由意志および無記名によること、回答は途中で放棄することや提出を拒むことができる

こと、質問紙は一定期間経過後に適切な方法で破棄すること等について、従事者は直接、利

用者へは従事者から口頭で説明がなされた。質問紙の提出をもって従事者、利用者の同意を

得たとした。 
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３ 結果 

（１）記述統計量 

 従事者と利用者それぞれの記述統計量（n、中央値、四分位範囲、最小値、最大値）を示

したものが表 2 である。中央値は 1.00 か 2.00 であった。従事者と利用者それぞれの回答を

まとめたものは表３である。 
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（２）従事者と利用者の２群間比較の結果 

 Kolmogorov-Smirnov の正規性の検定（Lilliefors による修正）によって正規性を確認し、

Mann-Whitney の U 検定を行った結果が表４である。 
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 従事者の回答は、「子どもたちが遊びやすいように、遊具の配置やコーナー分けなどを工

夫している」（従事者の平均ランクは 164.47、利用者の平均ランクは 137.70、Ｕ値は 5644.000、

有意確率は.001）、「いつでも職員に手助けを求めることができる」（従事者の平均ランクは

163.72、利用者の平均ランクは 137.90、Ｕ値は 5690.500、有意確率は.016）、「相談する際

のプライバシーを守っている」（従事者の平均ランクは 202.39、利用者の平均ランクは

127.20、Ｕ値は 3293.000、有意確率は.000）、「利用者に直接意見を聞いたり、アンケートな

どを行い、業務の改善に取り組んでいる」（従事者の平均ランクは 204.73、利用者の平均ラ

ンクは 126.55、Ｕ値は 3148.000、有意確率は.000）において、利用者の回答より有意に高

値であった（従事者の評価は利用者の評価より低かった）。 

一方で、利用者の回答は、「地域の方々と連携や交流を図る活動が行われている」（従事者

の平均ランクは 107.97、利用者の平均ランクは 153.33、Ｕ値は 4741.000、有意確率は.000）、

「高齢者や学生など、地域のボランティアが活動している」（従事者の平均ランクは 113.73、

利用者の平均ランクは 151.74、Ｕ値は 5098.500、有意確率は.001）、「広報紙・通信やホー

ムページ等での情報の扱いについて配慮されている」（従事者の平均ランクは 129.26、利用

者の平均ランクは 147.44、Ｕ値は 6061.000、有意確率は.044）において、従事者の回答よ

り有意に高値であった（利用者の評価は従事者の評価より低かった）。 

 

４ 総合的な考察 

本研究の目的は、従事者の取り組みと利用者ニーズの関係について明らかにするため、従

事者による自己評価と利用者評価の差異を明らかにすることであった。Mann-Whitney の

U 検定を行った結果、利用者より従事者の評価が高い質問項目は、「地域の方々と連携や交

流を図る活動が行われている」、「高齢者や学生など、地域のボランティアが活動している」、

「広報紙・通信やホームページ等での情報の扱いについて配慮されている」であった。また、

利用者の評価が高い質問項目は、「子どもたちが遊びやすいように、遊具の配置やコーナー

分けなどを工夫している」、「いつでも職員に手助けを求めることができる」、「相談する際の

プライバシーを守っている」、「利用者に直接意見を聞いたり、アンケートなどを行い、業務

の改善に取り組んでいる」であった。 

 本研究の結果からなぜこうした差異が生じるのかという原因まで明らかにすることはで

きないが、こうした差異から従事者の取り組みのなかには利用者ニーズに応えきれていな

いものがあることがわかる。もちろん、拠点の管理や運営において利用者のあらゆるニーズ

に対応することは難しいが、利用者ニーズに応える取り組みを実施することが重要になる

であろう。 

特に、利用者満足度と関係のあるニーズに応えきれていないと拠点利用率の低下につな

がる可能性が高く、子育て支援の目的を達成することができなくなることから、従事者が優

先的に対応すべきであろう。本研究から明らかになったように、「地域の方々と連携や交流
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を図る活動が行われている」と「高齢者や学生など、地域のボランティアが活動している」

については従事者と比べると利用者の評価が低い。これらは地域資源と利用者をつなぐと

いう拠点の存在意義に関わるものであるのみならず、拠点の利用者満足度にも影響を与え

るものである。本研究とほぼ同一の質問項目を用いて調査を行った研究によると、「利用し

やすさ」、「子どもと他者の交流」、「地域とのつながり」の３つの因子が拠点の利用者満足度

に有意な影響を及ぼしていた。「地域の方々と連携や交流を図る活動が行われている」と「高

齢者や学生など、地域のボランティアが活動している」は「地域とのつながり」の因子と強

い関連を示していた（浅井 2018）。このように、従事者は評価していても利用者は評価して

おらず、その評価が利用者満足度に影響を及ぼすものについては優先的に対応していく必

要があろう（１）。 

このように、従事者の取り組みを利用者ニーズに応えるものにするためには、拠点におけ

る評価の仕組み作りが必要になるであろう。この際、利用者評価だけを実施するではなく従

事者の自己評価も実施し、双方の評価を比較することで、従事者の取り組みと利用者ニーズ

の差異がいっそう明らかになり、利用者ニーズに対応した取り組みを維持したり改善した

りしやすくなるであろう。本研究ではガイドラインを使用したが、地域や利用者の特性に応

じた質問項目を作成し、評価を行うことが重要である。柏女（2017）が「利用者の主体性を

尊重し、サービス利用の主導権を利用者に委ねるためには、利用者と供給者とのパートナー

シップの形成が必要となる。そのために、供給者側の情報提供や利用者のサービス決定への

参画といった手法の導入や、サービスの評価システムという新たな専門性が必要とされる

のである」と指摘するように、利用者主体の拠点実施のためには拠点における評価システム

の構築が必要と言えよう。 

また、評価システムの構築のために、子育て支援員研修における地域子育て支援拠点事業

の科目の見直しも検討していく必要があろう。現在は、「地域子育て支援拠点を全体像で捉

えるための科目」、「利用者理解」、「地域子育て支援拠点の活動」、「講座の企画」、「事例検討」、

「地域資源の連携づくりと促進」の６科目であるが、拠点において評価がいっそう重要にな

ることを鑑みれば、評価システムのあり方を学ぶための新たな科目を含めることも検討し

ていく必要があろう。 

 現代社会おける子育てを取り巻く環境は厳しく、子育ての担い手の不安や負担は大きい。

遠藤は、人間の乳児は生理的早産であり、そもそも母親に課される子育ての負担が大きく、

それゆえに他者と協力して子育てする必要性があることを指摘している（遠藤 2017）。核家

族化等により身近な子育て支援者がいないことが多い現代社会だからこそ、拠点において

利用者ニーズに応える子育て支援がいっそう重要になるであろう。 

 

５ 研究の限界と今後の課題 

 本研究では、２つの限界があった。まず、本研究は調査対象者である従事者と利用者の多
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様性（セグメンテーション）を踏まえた分析ではなかった。2015 年以降の子ども・子育て

支援新制度での拠点は一般型と連携型がある。また、一般型でも保育所等が実施しているの

か NPO 法人が実施しているのかによって、拠点の取り組み方や取り組みの内容は異なる。

利用者の特性やニーズも異なる。そのため、事業類型や実施主体の違いや利用者の特性を考

慮した分析が必要である。また、本研究では正規性の検定の結果を踏まえて Mann-Whitney

の U 検定を行った。しかし、ノンパラメトリック検定はパラメトリック検定と比べて検出

力が低下するという課題がある。質問項目に対する回答方法を細分化する等して正規性を

保障したうえでパラメトリック検定を実施し、本研究の裏付けを行う必要がある。 

 本研究では、利用者による評価だけを踏まえて従事者の取り組みを改善しようとするの

ではなく、従事者と利用者の評価の差異を利用者満足度の観点から検討することで、何を改

善すべきかの優先順位をつけることを提案した。小野（2013a、2013b）、浅井（2018）、寺

田・津川（2018）では拠点の利用者満足度に影響を及ぼす要因について明らかにしている。

しかし、これらの研究では因子分析という同一の手法を採用しているが、いずれの研究でも

共通して抽出されている要因もあるが、質問項目等が異なることから異なる要因が抽出さ

れている。そのため、今後、拠点の利用者満足度に影響を及ぼす要因に関するさらなる研究

が必要になるであろう。 

 

注記 

（１）もちろん、利用者満足度に影響は及ぼさないが拠点を管理、運営するために重要な項

目もある。例えば、「広報紙・通信やホームページ等での情報の扱いについて配慮されてい

る」は従事者と比べて利用者の評価が低い。本項目は利用者満足度に影響を及ぼす因子と関

連はなかったが（浅井 2018）、拠点に関する情報の扱い（発信等）は利用者にとって重要で

ある。なぜなら、地域の子育て支援に関する情報を広報誌やホームページから得ている利用

者は多いからである。 
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付記 

 本研究は、秋草学園短期大学平成 31 年度奨励研究費助成による研究である。また、本研

究の分析方法について、東京成徳短期大学の田中浩二先生にご助言をいただきました。記し

てお礼申し上げます。 
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